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１ 価格競争を強いられ品質の危機に瀕
するわが国の建設コンサルタント業務

２ 海外の建設コンサルタント調達
(1) FIDIC (2) ｱﾒﾘｶ (3)ﾖｰﾛｯﾊﾟ
(4) 国際援助機関

３ 建設コンサルタント業務調達方式の
あり方
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建設コンサルタント業務等の落札率の推移

出典：国土交通省直轄工事等契約関係資料 平成15年度版（14年実績）～平成24年度版（23年度実績）

％

年度

対象は8地方整備局･国総研･地理院発注

の測量･建築ｺﾝｻﾙ･土木ｺﾝｻﾙ･地質調査･
補償ｺﾝｻﾙ業務（港湾空港関係を除く）
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公募型指名競争

指名競争

総合評価方式

建設コンサルタント等の調達方式

プロポーザル
方式

プロポーザル
方式

会計法上
『随意契約』

会計法上
『指名競争』

会計法上
『一般競争』



予算決算及び会計令予算決算及び会計令
（昭和（昭和２２２２年年４４月月３０３０日勅令第日勅令第１６５１６５号号、、最終改正：平成最終改正：平成２３２３年年３３月月３１３１日政令第日政令第９２９２号）号）

第７章 契約

第１節 総則（第６８条・第６９条）

第２節 一般競争契約

第１款 一般競争参加者の資格（第７０条－第９３条）

第２款 公告及び競争（第７４条－第８２条）

第３款 落札者の決定等（第８３条－第９３条）

第３節 指名競争契約（第９４条－第９８条）

第４節 随意契約（第９９条－第９９条の６）

第５節 契約の締結（第１００条－第１００条の４）

第６節 契約の履行（第１０１条－第１０１条の１０）

第７節 雑則（第１０２条－第１０２条の５）
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（予定価格の決定） 第９９条の５ 契約担当官等は、随意契
約によろうとするときは、あらかじめ第８０条の規定に準じ
て予定価格を定めなければならない。
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落札率帯別平均点以上
の業務数割合

出典：国土交通省：調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（平成23年度第1回）資料 平成２２年度検討成果とりまとめ, 平成23年9月29日
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調達方式別・総合評価配点比率別の成績評定点

出典：国土交通省：調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（平成23年度第1回）資料 平成２２年度検討成果とりまとめ, 平成23年9月29日

88
http://www.peo.on.ca/Guidelines/GuideSelectionEngSer2010.pdf
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コンサルタント選定のための
FIDICガイドライン

(1) QBS方式（推奨）

(2) QBS以外の方式

a) QCBS方式（価格配点0～10％,最大でも
20％）

b) 目標予算方式（予算の上限がある場合）

c) 設計コンペ方式（予備設計実費支給）

d) 価格交渉方式（採用することに強く反対）

e) 最低価格選定方式（同 上）

f) 随意契約方式（旨く活用すれば便益性高い）
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業務の形態 品質/価格の配点比率

フィージビリティ調査 80/20～90/10

斬新な業務 70/30～85/15

複雑な業務 60/40～80/20

定型的な業務 30/70～60/40

反復業務 10/90～30/70

イギリス：ＯＧＣによる品質/価格の配点比率

出典： OGC: EU procurement guidance, Introduction to the EU procurement rules, 2008
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ドイツの土木設計業務委調達方式の実態

dgMarket （2012年9月22日現在）より
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QBS QCBS
（長所）
・受発注者の意思疎通を通じて
技術力の活用につながる

・業務の質を確保しやすい
・業務内容や業務実施体制が明
確にするための手間や時間や
経費を節約できる

・業務の手抜き等が生じにくい

（短所）
・業務内容について誤解や異
なった解釈が生じやすい

・建設コストや維持管理コスト
の増大に繋がる可能性がある

・業務内容や業務実施体制を明
確にするための手間や時間や
経費を要する

・手抜き等が生じやすい
（短所）
・業務が高コストとなる可能性
がある

・不公正な調達となる可能性が
ある

・新規企業が参入しにくい

（長所）
・業務のコストを縮減できる可
能性がある

・不公正が生じにくい
・新規参入が容易となりやすい

ＱＢＳ と ＱＣＢＳ の長所・短所



結 論

１ 交渉方式を法定化

２ 調達方式はＱＢＳを基本

３ QCBSを採用する場合には品質を重視
(価格の配点比率は最大２０％）

４ 適正な経費、不正防止、新規参入等を
可能とする仕組みを構築
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